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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　各成分が質量比で、Ａｌ：５．０質量％以上７．０質量％以下、Ｔａ：４．０質量％以
上１０．０質量％以下、Ｍｏ：１．１質量％以上４．５質量％以下、Ｗ：４．０質量％以
上１０．０質量％以下、Ｒｅ：３．１質量％以上８．０質量％以下、Ｈｆ：０．０質量％
より多く０．５質量％以下、Ｃｒ：５．１質量％以上８．５質量％以下、Ｃｏ：０．０質
量％より多く９．９質量％以下、Ｎｂ：０．０質量％以上４．０質量％以下、Ｒｕ：１．
０質量％以上１４．０質量％以下を含有し、残部がＮｉと不可避的不純物からなる組成を
有し、ＯＰ（Ｏｘｉｄａｔｉｏｎ Ｐａｒａｍｅｔｅｒ）＝５．５×［Ｃｒ （質量％）］
＋１５．０×［Ａｌ（質量％）］＋９．５×［Ｈｆ（質量％）］としたとき、ＯＰ≧１０
８であるＮｉ基単結晶超合金。
【請求項２】
　各成分が質量比で、Ａｌ：５．０質量％以上７．０質量％以下、Ｔａ：４．０質量％以
上６．０質量％以下、Ｍｏ：２．１質量％以上４．５質量％以下、Ｗ：４．０質量％以上
１０．０質量％以下、Ｒｅ：３．１質量％以上８．０質量％以下、Ｈｆ：０．０質量％よ
り多く０．５質量％以下、Ｃｒ：５．１質量％以上８．５質量％以下、Ｃｏ：０．０質量
％より多く９．９質量％以下、Ｎｂ：０．０質量％以上４．０質量％以下、Ｒｕ：１．０
質量％以上１４．０質量％以下を含有し、残部がＮｉと不可避的不純物からなる組成を有
し、ＯＰ（Ｏｘｉｄａｔｉｏｎ Ｐａｒａｍｅｔｅｒ）＝５．５×［Ｃｒ （質量％）］＋
１５．０×［Ａｌ（質量％）］＋９．５×［Ｈｆ（質量％）］としたとき、ＯＰ≧１０８
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であるＮｉ基単結晶超合金。
【請求項３】
　各成分が質量比で、Ａｌ：５．０質量％以上６．５質量％以下、Ｔａ：４．０質量％以
上６．５質量％以下、Ｍｏ：２．１質量％以上４．０質量％以下、Ｗ：４．０質量％以上
６．０質量％以下、Ｒｅ：４．５質量％以上７．５質量％以下、Ｈｆ：０．１質量％以上
２．０質量％以下、Ｃｒ：５．１質量％以上８．５質量％以下、Ｃｏ：４．５質量％以上
９．５質量％以下、Ｎｂ：０．０質量％以上１．５質量％以下、Ｒｕ：１．５質量％以上
６．５質量％以下を含有し、残部がＮｉと不可避的不純物からなる組成を有し、ＯＰ（Ｏ
ｘｉｄａｔｉｏｎ Ｐａｒａｍｅｔｅｒ）＝５．５×［Ｃｒ （質量％）］＋１５．０×［
Ａｌ（質量％）］＋９．５×［Ｈｆ（質量％）］としたとき、ＯＰ≧１０８であるＮｉ基
単結晶超合金。
【請求項４】
　各成分が質量比で、Ａｌ：５．０質量％以上６．５質量％以下、Ｔａ：４．０質量％以
上６．５質量％以下、Ｍｏ：２．１質量％以上４．０質量％以下、Ｗ：４．０質量％以上
６．０質量％以下、Ｒｅ：４．５質量％以上７．５質量％以下、Ｈｆ：０．１質量％以上
０．５質量％以下、Ｃｒ：５．１質量％以上８．５質量％以下、Ｃｏ：４．５質量％以上
９．５質量％以下、Ｎｂ：０．０質量％以上１．５質量％以下、Ｒｕ：１．５質量％以上
６．５質量％以下を含有し、残部がＮｉと不可避的不純物からなる組成を有し、ＯＰ（Ｏ
ｘｉｄａｔｉｏｎ Ｐａｒａｍｅｔｅｒ）＝５．５×［Ｃｒ （質量％）］＋１５．０×［
Ａｌ（質量％）］＋９．５×［Ｈｆ（質量％）］としたとき、ＯＰ≧１０８であるＮｉ基
単結晶超合金。
【請求項５】
　各成分が質量比で、Ａｌ：５．５質量％以上５．９質量％以下、Ｔａ：４．７質量％以
上５．６質量％以下、Ｍｏ：２．２質量％以上２．８質量％以下、Ｗ：４．４質量％以上
５．６質量％以下、Ｒｅ：５．０質量％以上６．８質量％以下、Ｈｆ：０．１質量％以上
０．５質量％以下、Ｃｒ：５．１質量％以上６．７質量％以下、Ｃｏ：５．３質量％以上
９．０質量％以下、Ｎｂ：０．０質量％以上１．０質量％以下、Ｒｕ：２．３質量％以上
５．９質量％以下を含有し、残部がＮｉと不可避的不純物からなる組成を有し、ＯＰ（Ｏ
ｘｉｄａｔｉｏｎ Ｐａｒａｍｅｔｅｒ）＝５．５×［Ｃｒ （質量％）］＋１５．０×［
Ａｌ（質量％）］＋９．５×［Ｈｆ（質量％）］としたとき、ＯＰ≧１０８であるＮｉ基
単結晶超合金。
【請求項６】
　ＯＰ（Ｏｘｉｄａｔｉｏｎ Ｐａｒａｍｅｔｅｒ）＝５．５×［Ｃｒ （質量％）］＋１
５．０×［Ａｌ（質量％）］＋９．５×［Ｈｆ（質量％）］としたとき、ＯＰ≧１１３で
ある請求項１～請求項５のいずれかに記載のＮｉ基単結晶超合金。
【請求項７】
　母相の格子定数をａ１とし、析出相の格子定数をａ２としたときに、ａ２≦０．９９９
ａ１である請求項１～請求項６のいずれかに記載のＮｉ基単結晶超合金。
【請求項８】
　母相の格子定数をａ１とし、析出相の格子定数をａ２としたときに、ａ２≦０．９９６
５ａ１である請求項１～請求項６のいずれかに記載のＮｉ基単結晶超合金。
【請求項９】
　Ｐ＝－２００［Ｃｒ（質量％）］+８０［Ｍｏ（質量％）］－２０［Ｍｏ（質量％）］
２＋２００［Ｗ（質量％）］－１４［Ｗ（質量％）］２＋３０［Ｔａ（質量％）］－１．
５［Ｔａ（質量％）］２＋２．５［Ｃｏ（質量％）］＋１２００［Ａｌ（質量％）］－１
００［Ａｌ（質量％）］２＋１００［Ｒｅ（質量％）］+１０００［Ｈｆ（質量％）］－
２０００［Ｈｆ（質量％）］２＋７００［Ｈｆ（質量％）］３としたとき、Ｐ＜４５００
である請求項１～請求項６のいずれかに記載のＮｉ基単結晶超合金。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、クリープ特性を向上させたＮｉ基単結晶超合金に関し、特に、耐酸化性の向
上を目的としたＮｉ基単結晶超合金の改良に関する。
　本願は、２００６年９月１３日に、日本に出願された特願２００６－２４８７１４号に
基づき優先権を主張し、その内容をここに援用する。
【背景技術】
【０００２】
　航空機やガスタービン等の動・静翼等のように高温下で長時間使用される部品または製
品には、材料としてＮｉ基単結晶超合金が使用されている。Ｎｉ基単結晶超合金は、ベー
スであるＮｉ（ニッケル）にＡｌ（アルミニウム）を添加してＮｉ３Ａｌ型の析出物を析
出させて強化し、Ｃｒ（クロム）、Ｗ（タングステン）、Ｔａ（タンタル）等の高融点金
属を混合して合金化し、単結晶化させた超合金である。このＮｉ基単結晶超合金には、Ｒ
ｅ （レニウム）を含まない第１世代、Ｒｅを３質量％程度含む第２世代、Ｒｅを５～６
質量％含む第３世代が既に開発されており、世代が進むにつれクリープ強度が向上してい
る。例えば、第１世代のＮｉ基単結晶超合金にはＣＭＳＸ－２（キャノン・マスケゴン社
製、特許文献１参照）、第２世代のＮｉ基単結晶超合金にはＣＭＳＸ－４（キャノン・マ
スケゴン社製、特許文献２参照）、第３世代のＮｉ基単結晶超合金にはＣＭＳＸ－１０ 
（キャノン・マスケゴン社製、特許文献３参照）等が知られている。
【０００３】
　上記Ｎｉ基単結晶超合金は、所定の温度で溶体化処理を行った後、時効処理を行って強
度向上のために適切な金属組織を得ている。この超合金は、いわゆる析出硬化型合金と呼
ばれており、オーステナイト相たる母相（γ相）と、この母相中に中間規則相たる析出相
（γ’相）が分散析出した形態を有している。
【０００４】
　上記第３世代のＮｉ基単結晶超合金であるＣＭＳＸ－１０は、第２世代のＮｉ基単結晶
超合金よりも高温下でのクリープ強度の向上を目的とした超合金である。しかしながら、
Ｒｅの組成比が５質量％以上と高く、母相（γ相）へのＲｅ固溶量を越えてしまうため、
余剰のＲｅが他の元素と化合してしまい、高温下でいわゆるＴＣＰ相（Ｔｏｐｏｌｏｇｉ
ｃａｌｌｙ Ｃｌｏｓｅ Ｐａｃｋｅｄ 相）を析出させる。その結果、高温下における長
時間の使用によってＴＣＰ相の量が増加し、クリープ強度が低下するという問題があった
。
【０００５】
この第３世代のＮｉ基単結晶超合金の問題を解決するために、ＴＣＰ相を抑制するＲｕ（
ルテニウム）を添加し、かつ他の構成元素の組成比を最適な範囲に設定することにより、
母相（γ相）の格子定数と析出相（γ’相）の格子定数とを最適な値にし、高温下での強
度を向上させることができるＮｉ基単結晶超合金が開発された。このようなＮｉ基単結晶
超合金には、Ｒｕを３質量％程度まで含む第４世代とＲｕを４質量％以上含む第５世代と
があり、世代が進むにつれ、第３世代よりも更にクリープ強度が向上している。例えば、
第４世代のＮｉ基単結晶超合金にはＴＭＳ－１３８（ＮＩＭＳ－ＩＨＩ社製、特許文献４
参照）、第５世代のＮｉ基単結晶超合金にはＴＭＳ－１６２（ＮＩＭＳ－ＩＨＩ社製、特
許文献５参照）等が知られている。
【０００６】
　上記第４世代のＮｉ基単結晶超合金であるＴＭＳ－１３８及び第５世代のＮｉ基単結晶
超合金であるＴＭＳ－１６２は、上述したようにクリープ強度を向上させた超合金である
。しかしながら、１１００℃×５００時間の条件で試験片を加熱すると、重量変化量が負
の方向に大きいことがわかった。
【０００７】
　また、上記ＴＭＳ－１３８を採用したジェットエンジンの実証試験後の動翼断面の元素
マップを調査したところ、翼最表面では、ＮｉとＣｏ（コバルト）の酸化物が層状に分布
しており、その下にＡｌやＣｒの酸化物が粒状に分布していた。Ａｌの酸化物が層状に形
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成される場合には、成長が遅くかつ安定で強固であることから耐酸化保護性皮膜となるが
、ＮｉとＣｏの酸化物は成長が速くかつ母材との密着性がＡｌの酸化物よりも低いため剥
離が生ずることとなる。したがって、酸化が進行するほど剥離現象が生じ、負の重量変化
量が大きくなる。すなわち、重量変化量が大きいということは耐酸化性に優れていないと
いうことを示している。
【特許文献１】米国特許第４，５８２，５４８号公報
【特許文献２】米国特許第４，６４３，７８２号公報
【特許文献３】米国特許第５，３６６，６９５号公報
【特許文献４】米国特許第６，９６６，９５６号公報
【特許文献５】米国特許出願公開ＵＳ２００６／００１１２７１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は上述した問題に鑑み創案されたものであって、第４世代及び第５世代のＮｉ基
単結晶超合金の特徴である高いクリープ強度を維持しつつ、耐酸化性を向上させることが
できるＮｉ基単結晶超合金を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本願発明者らは、上記第４世代及び第５世代のＮｉ基単結晶超合金をベースにして鋭意
研究を行った結果、
（１）ＡｌとＣｒとＨｆ（ハフニウム）を最適な範囲に設定することによりクリープ強度
を維持しつつ耐酸化性を向上させることができる、
（２）耐酸化性に優れたＣｒの組成比率を増大させるとともに組織安定性やＴＣＰ相の抑
制を考慮して組成比率の改良を行うことによってもクリープ強度を維持しつつ耐酸化性を
向上させることができる、
との知見を得た。本発明はかかる知見に基づいてなされた。
【００１０】
　すなわち、本発明のＮｉ基単結晶超合金は、各成分が質量比で、Ａｌ：５．０質量％以
上７．０質量％以下、Ｔａ：４．０質量％以上１０．０質量％以下、Ｍｏ（モリブデン）
：１．１質量％以上４．５質量％以下、Ｗ：４．０質量％以上１０．０質量％以下、Ｒｅ
：３．１質量％以上８．０質量％以下、Ｈｆ：０．０質量％以上２．０質量％以下、Ｃｒ
：２．５質量％以上８．５質量％以下、Ｃｏ：０．０質量％以上９．９質量％以下、Ｎｂ
（ニオブ）：０．０質量％以上４．０質量％以下、Ｒｕ（ルテニウム）：１．０質量％以
上１４．０質量％以下を含有し、残部がＮｉと不可避的不純物からなる組成を有する。こ
こで、ＨｆとＣｒの組成比を、Ｈｆ：０．０質量％以上０．５質量％以下、Ｃｒ：５．１
質量％以上８．５質量％以下としてもよい。さらにＨｆとＣｒとＭｏとＴａの組成比を、
Ｈｆ：０．０質量％以上０．５質量％以下、Ｃｒ：５．１質量％以上８．５質量％以下、
Ｍｏ：２．１質量％以上４．５質量％以下、Ｔａ：４．０質量％ 以上６．０質量％以下
となるようにしてもよい。
【００１１】
　また、本発明のＮｉ基単結晶超合金は、Ａｌ：５．０質量％以上６．５質量％以下、Ｔ
ａ：４．０質量％以上６．５質量％以下、Ｍｏ：２．１質量％以上４．０質量％以下、Ｗ
：４．０質量％以上６．０質量％以下、Ｒｅ：４．５質量％以上７．５質量％以下、Ｈｆ
：０．１質量％以上２．０質量％以下、Ｃｒ：２．５質量％以上８．５質量％以下、Ｃｏ
：４．５質量％以上９．５質量％以下、Ｎｂ：０．０質量％以上１．５質量％以下、Ｒｕ
：１．５質量％以上６．５質量％以下を含有し、残部がＮｉと不可避的不純物からなる組
成を有する。ここで、Ｃｒの組成比を、Ｃｒ：４．１質量％以上８． ５質量％以下とし
てもよいし、Ｃｒ：５．１質量％以上８．５質量％以下としてもよい。
　さらに、ＨｆとＣｒの組成比を、Ｈｆ：０．１質量％以上０．５質量％以下、Ｃｒ：４
．１質量％以上８．５質量％以下としてもよいし、Ｈｆ：０．１質量％以上０．５質量％
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以下、Ｃｒ：５．１質量％以上８．５質量％以下としてもよい。
【００１２】
　さらに、本発明のＮｉ基単結晶超合金は、各成分が質量比で、Ａｌ：５．５質量％以上
５．９質量％以下、Ｔａ：４．７質量％以上５．６質量％以下、Ｍｏ：２．２質量％以上
２．８質量％以下、Ｗ：４．４質量％以上５．６質量％以下、Ｒｅ：５．０質量％以上６
．８質量％以下、Ｈｆ：０．１質量％以上２．０質量％以下、Ｃｒ：４．０質量％以上６
．７質量％以下、Ｃｏ：５．３質量％以上９．０質量％以下、Ｎｂ：０．０質量％以上１
．０質量％以下、Ｒｕ：２．３質量％以上５．９質量％以下を含有し、残部がＮｉと不可
避的不純物からなる組成を有する。ここで、ＨｆとＣｒの組成比を、Ｈｆ：０．１質量％
以上０．５質量％以下、Ｃｒ：５．１質量％以上６．７質量％以下としてもよい。
【００１３】
　また、上述した本発明のＮｉ基単結晶超合金のＯＰ（Ｏｘｉｄａｔｉｏｎ Ｐａｒａ ｍ
ｅｔｅｒ）＝５．５×［Ｃｒ （質量％）］＋１５．０×［Ａｌ（質量％）］＋９．５×
［Ｈｆ（質量％）］としたとき、ＯＰ≧１０８とするのが好ましい。ＯＰ値は、ＯＰ≧１
１３としてもよい。
【００１４】
また、上述した本発明のＮｉ基単結晶超合金は、質量比で１．０質量％以下のＴｉ（チタ
ン）を含有していてもよい。また、Ｂ（ホウ素）、Ｃ（炭素）、Ｓｉ（珪素）、Ｙ（イッ
トリウム）、Ｌａ（ランタン）、Ｃｅ（セリウム）、Ｖ（バナジウム）、Ｚｒ（ジルコニ
ウム）のうちの少なくとも一つの成分を含有していてもよい。さらに、その個々の成分（
質量比）は、Ｂ：０．０５質量％以下、Ｃ：０．１５質量％以下、Ｓｉ：０．１質量％ 
以下、Ｙ：０．１質量％以下、Ｌａ：０．１質量％以下、Ｃｅ：０．１質量％以下、Ｖ：
１質量％以下、Ｚｒ：０．１質量％以下であることが好ましい。また、母相の格子定数を
ａ１とし、析出相の格子定数をａ２としたときに、ａ２≦０．９９９ａ１であることが好
ましく、さらに、ａ２≦０．９９６５ａ１であることが好ましい。また、Ｐ＝－２００［
Ｃｒ（質量％）］+８０［Ｍｏ（質量％）］－２０［Ｍｏ（質量％）］２＋２００［Ｗ（
質量％）］－１４［Ｗ（質量％）］２＋３０［Ｔａ（質量％）］－１．５［Ｔａ（質量％
）］２＋２．５［Ｃｏ（質量％）］＋１２００［Ａｌ（質量％）］－１００［Ａｌ（質量
％）］２＋１００［Ｒｅ（質量％）］+１０００［Ｈｆ（質量％）］－２０００［Ｈｆ（
質量％）］２＋７００［Ｈｆ（質量％）］３としたとき、Ｐ＜４５００にしてもよい。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明のＮｉ基単結晶超合金によれば、ＡｌとＣｒとＨｆを最適な範囲に設定したこと
により、クリープ強度を維持しつつ耐酸化性を向上させることができる。また、ＯＰ＝５
．５×［Ｃｒ（質量％）］＋１５．０×［Ａｌ（質量％）］＋９．５×［Ｈｆ（質量％）
］というパラメータを採用したことにより、容易にＡｌとＣｒとＨｆを最適な範囲に設定
することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】１１００℃×１００Ｈｒ×５サイクル後の合金の重量変化量（ｍｇ／ｃｍ２）を
示す図である。
【図２】１１００℃×１Ｈｒ×５０サイクル後の合金の重量変化量（ｍｇ／ｃｍ２）を示
す図である。
【図３】図２に示した重量変化量の計測結果とＯＰ値との関係を示す図である。
【図４】図１に示した重量変化量の計測結果とＯＰ値との関係を示す図である。
【図５】合金のクリープラプチャー破断時間（Ｈｒ）を計測した結果を示す図である。
【図６】１１００℃×１００Ｈｒ×５サイクル後の合金の重量変化量（ｍｇ／ｃｍ２）を
示す図である。
【図７】図６に示した重量変化量の計測結果とＯＰ値との関係を示す図である。
【図８】合金のクリープラプチャー破断時間（Ｈｒ）を計測した結果を示す図である。
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【図９】９００℃×１００Ｈｒ後の合金の重量変化量（ｍｇ／ｃｍ２）を示す図である。
【図１０】図９に示した重量変化量の計測結果とＯＰ値との関係を示す図である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　以下、本発明の実施形態について詳細に説明する。本発明のＮｉ基単結晶超合金は、Ａ
ｌ、Ｔａ、Ｍｏ、Ｗ、Ｒｅ、Ｈｆ、Ｃｒ、Ｃｏ、Ｒｕ等の成分及びＮｉ（残部）を含有し
、さらに不可避的不純物を含有する超合金である。
【００１８】
　上記のＮｉ基単結晶超合金は、例えば、質量比で、Ａｌ：５．０質量％以上７．０質量
％以下、Ｔａ：４．０質量％以上１０．０質量％以下、Ｍｏ：１．１質量％以上４．５質
量％以下、Ｗ：４．０質量％以上１０．０質量％以下、Ｒｅ：３．１質量％以上８．０質
量％以下、Ｈｆ：０．０質量％以上２．０質量％以下、Ｃｒ：２．５質量％以上８．５質
量％以下、Ｃｏ：０．０質量％以上９．９質量％以下、Ｎｂ：０．０質量％以上４．０質
量％以下、Ｒｕ：１．０質量％以上１４．０質量％以下を含有し、残部がＮｉと不可避的
不純物からなる組成を有する超合金である。
【００１９】
　また、上記のＮｉ基単結晶超合金は、例えば、質量比で、Ａｌ：５．０質量％以上６．
５質量％以下、Ｔａ：４．０質量％以上６．５質量％以下、Ｍｏ：２．１質量％以上４．
０質量％以下、Ｗ：４．０質量％以上６．０質量％以下、Ｒｅ：４．５質量％以上７．５
質量％以下、Ｈｆ：０．１質量％以上２．０質量％以下、Ｃｒ：２．５質量％以上８．５
質量％以下、Ｃｏ：４．５質量％以上９．５質量％以下、Ｎｂ：０．０質量％以上１．５
質量％以下、Ｒｕ：１．５質量％以上６．５質量％以下を含有し、残部がＮｉと不可避的
不純物からなる組成を有する超合金である。
【００２０】
　また、上記のＮｉ基単結晶超合金は、例えば、質量比で、Ａｌ：５．５質量％以上５．
９質量％以下、Ｔａ：４．７質量％以上５．６質量％以下、Ｍｏ：２．２質量％以上２．
８質量％以下、Ｗ：４．４質量％以上５．６質量％以下、Ｒｅ：５．０質量％以上６．８
質量％以下、Ｈｆ：０．１質量％以上２．０質量％以下、Ｃｒ：４．０質量％以上６．７
質量％以下、Ｃｏ：５．３質量％以上９．０質量％以下、Ｎｂ：０．０質量％以上１．０
質量％以下、Ｒｕ：２．３質量％以上５．９質量％以下を含有し、残部がＮｉと不可避的
不純物からなる組成を有する超合金である。
【００２１】
　上記超合金はいずれも、オーステナイト相たるγ相（母相）と、この母相中に分散析出
した中間規則相たるγ’相（析出相）とを有している。γ’相は、主としてＮｉ３Ａｌで
表される金属間化合物からなる。このγ’相によりＮｉ基単結晶超合金の高温強度が向上
する。
【００２２】
　本発明は、ＡｌとＣｒとＨｆを最適な範囲に設定したことを特徴とするので、最初にこ
れらの成分について説明し、続いて残りの成分について説明する。
【００２３】
　Ｃｒは耐酸化性に優れた元素であり、Ｈｆ及びＡｌとともにＮｉ基単結晶超合金の高温
耐食性を向上させる。
　Ｃｒの組成比（質量比）は、Ｈｆの質量比が２．０質量％以下のとき、より好ましくは
０．１質量％以上２．０質量％以下のとき、Ｃｒ：２．５質量％以上８．５質量％以下の
範囲が好ましく、４．１質量％以上８．５質量％以下の範囲がより好ましく、４．０質量
％以上６．７質量％以下の範囲がより好ましく、５．１質量％以上８．５質量％以下の範
囲とすることが最も好ましい。
　また、Ｈｆの質量比が０．５質量％以下のとき、より好ましくは０．１質量％以上０．
５質量％以下のとき、Ｃｒ：４．１質量％以上８．５質量％以下の範囲が好ましく、５．
１質量％以上８．５質量％以下の範囲がより好ましく、５．１質量％以上６．７質量％以
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下の範囲とすることが最も好ましい。
　Ｃｒの組成比が２．５質量％未満であると、所望の高温耐食性を確保することができな
いので好ましくなく、Ｃｒの組成比が８．５質量％を越えると、γ’相の析出が抑制され
るとともにσ相やμ相などの有害相が生成し、高温強度が低下するので好ましくない。
【００２４】
　Ａｌは、Ｎｉと化合し、母相中に微細均一に分散析出するγ’相を構成するＮｉ３Ａｌ
で表される金属間化合物を、体積百分率で６０～７０％の割合で形成し、高温強度を向上
させる。また、Ａｌは耐酸化性に優れた元素であり、Ｃｒ及びＨｆとともにＮｉ基単結晶
超合金の高温耐食性を向上させる。
　Ａｌの組成比（質量比）は、５．０質量％以上７．０質量％以下の範囲が好ましく、５
．０質量％以上６．５質量％以下の範囲がより好ましく、５．５質量％以上５．９質量％
以下の範囲が最も好ましい。
　Ａｌの組成比が５．０質量％未満であると、γ’相の析出量が不十分となり、所望の高
温強度・高温耐食性を確保することができないので好ましくなく、Ａｌの組成比が７．０
質量％を越えると、共晶γ’相と呼ばれる粗大なγ相が多く形成され、溶体化処理が不可
能となり、高い高温強度を確保できなくなるので好ましくない。
【００２５】
　Ｈｆは粒界偏析元素であり、γ相とγ’相の粒界に偏在して粒界を強化し、これにより
高温強度を向上させる。また、Ｈｆは耐酸化性に優れた元素であり、Ｃｒ及びＡｌととも
にＮｉ基単結晶超合金の高温耐食性を向上させる。
　Ｈｆの組成比（質量比）は、２．０質量％以下であることが好ましく、０．５質量％以
下であることがより好ましく、０．１質量％以上２．０質量％以下の範囲がより好ましく
、０．１質量％以上０．５質量％以下の範囲とすることが最も好ましい。
　Ｈｆの組成比が０．０１質量％未満であると、γ’相の析出量が不十分となり、所望の
高温強度を確保できないので好ましくない。但し、必要に応じ、Ｈｆの組成比を０質量％
以上０．０１質量％未満とする場合もある。また、Ｈｆの組成比が２．０質量％を越える
と、局部溶融を引き起こして高温強度を低下させる可能性があるので好ましくない。
【００２６】
　上述したＣｒ、Ｈｆ及びＡｌは、ＯＰ＝５．５×［Ｃｒ（質量％）］＋１５．０×［Ａ
ｌ（質量％）］＋９．５×［Ｈｆ（質量％）］というパラメータを用い、ＯＰ≧１０８の
条件、より好ましくはＯＰ≧１１３の条件を満たすようにすることによって、最適な範囲
に設定することができる。
【００２７】
　Ｍｏは、Ｗ及びＴａとの共存下にて、母相であるγ相に固溶して高温強度を増加させる
とともに析出硬化により高温強度に寄与する。また、Ｍｏは、後述する格子ミスフィット
及び転位網間隔に大きく寄与する。
　Ｍｏの組成比は、１．１質量％以上４．５質量％以下の範囲が好ましく、２．１質量％
以上４．５質量％以下の範囲がより好ましく、２．１質量％以上４．０質量％以下の範囲
がより好ましく、２．２質量％以上２．８質量％以下の範囲とすることが最も好ましい。
　Ｍｏの組成比が１．１質量％未満であると、所望の高温強度を確保できないので好まし
くなく、一方、Ｍｏの組成比が４．５質量％を越えても、高温強度が低下し、更には高温
耐食性も低下するので好ましくない。
【００２８】
　Ｗは、上記のようにＭｏ及びＴａとの共存下にて固溶強化と析出硬化の作用により、高
温強度を向上させる。
　Ｗの組成比は、４．０質量％以上１０．０質量％以下の範囲が好ましく、４．０質量％
以上６．０質量％以下の範囲がより好ましく、４．４質量％以上５．６質量％以下の範囲
とすることが最も好ましい。
　Ｗの組成比が４．０質量％未満であると、所望の高温強度を確保できないので好ましく
なく、Ｗの組成比が１０．０質量％を越えると高温耐食性が低下するので好ましくない。
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【００２９】
　Ｔａは、上記のようにＭｏ及びＷとの共存下にて固溶強化と析出硬化の作用により高温
強度を向上させ、また一部がγ’相に対して析出硬化し、高温強度を向上させる。
　Ｔａの組成比は、４．０質量％以上１０．０質量％以下の範囲が好ましく、４．０質量
％以上６．５質量％以下の範囲がより好ましく、４．０質量％以上６．０質量％以下の範
囲がより好ましく、４．７質量％以上５．６質量％以下の範囲とすることが最も好ましい
。
　Ｔａの組成比が４．０質量％未満であると、所望の高温強度を確保できないので好まし
くなく、Ｔａの組成比が１０．０質量％を越えると、σ相やμ相が生成して高温強度が低
下するので好ましくない。
【００３０】
　Ｃｏは、Ａｌ、Ｔａ等の母相に対する高温下での固溶限度を大きくし、熱処理によって
微細なγ’相を分散析出させ、高温強度を向上させる。
　Ｃｏの組成比は、０．０質量％以上９．９質量％以下の範囲が好ましく、４．５質量％
以上９．５質量％以下の範囲がより好ましく、５．３質量％以上９．０質量％以下の範囲
とすることが最も好ましい。
　Ｃｏの組成比が０．１質量％未満であると、γ’相の析出量が不十分となり、所望の高
温強度を確保できないので好ましくない。但し、必要に応じ、Ｃｏの組成比を０質量％以
上０．１質量％未満とする場合もある。また、Ｃｏの組成比が９．９質量％を越えると、
Ａｌ、Ｔａ、Ｍｏ、Ｗ、Ｈｆ、Ｃｒ等の他の元素とのバランスがくずれ、有害相が析出し
て高温強度が低下するので好ましくない。
【００３１】
　Ｒｅは母相であるγ相に固溶し、固溶強化により高温強度を向上させる。また耐蝕性を
向上させる効果もある。一方でＲｅを多量に添加すると、高温時に有害相であるＴＣＰ相
が析出し、高温強度が低下する可能性がある。
　Ｒｅの組成比は、３．１質量％以上８．０質量％以下の範囲が好ましく、４．５質量％
以上７．５質量％以下の範囲がより好ましく、５．０質量％以上６．８質量％以下の範囲
とすることが最も好ましい。
　Ｒｅの組成比が３．１質量％未満であると、γ相の固溶強化が不十分となって所望の高
温強度を確保できないので好ましくなく、Ｒｅの組成比が８．０質量％を越えると、高温
時にＴＣＰ相が析出し、高い高温強度を確保できなくなるので好ましくない。
【００３２】
　Ｒｕは、ＴＣＰ相の析出を抑え、これにより高温強度を向上させる。
　Ｒｕの組成比は、１．０質量％以上１４．０質量％以下の範囲が好ましく、１．５質量
％以上６．５質量％以下の範囲がより好ましく、２．３質量％以上５．９質量％以下の範
囲とすることが最も好ましい。
Ｒｕの組成比が１．０質量％未満であると、高温時にＴＣＰ相が析出し、高い高温強度を
確保できなくなる。また、Ｒｕの組成比が１４．０質量％を越えると、ε相が析出して高
温強度が低下するので好ましくない。
【００３３】
　本発明は、ＡｌとＣｒとＨｆを最適な範囲に設定したことを特徴とするが、これらに加
えて、Ｔａ、Ｍｏ、Ｗ、Ｃｏ、Ｒｅ及びＮｉの組成比を調整することにより、γ相の格子
定数とγ’相の格子定数により算出される格子ミスフィット（後述）及び転移網間隔を最
適な範囲に設定して高温強度を向上させるとともに、Ｒｕを添加することにより、ＴＣＰ
相の析出を抑制することができる。また、特にＡｌとＣｒとＴａとＭｏの組成比を上記の
ように設定することにより、合金の製造コストを抑えることができる。さらに、疲労強度
の向上や、格子ミスフィットや転移網間隔の最適値への設定が実施可能となる。また、耐
酸化性を向上させるためにＣｒの組成比を高めに設定した場合において、組織安定性が損
なわれる場合にはＴａの組成比の一部をＮｂで置換してもよく、格子ミスフィットが負に
大きくなる場合にはＭｏの組成比を低めに設定すればよく、ＴＣＰ相をより抑制するため
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にはＲｕの組成比を高めに設定すればよい。
【００３４】
　また、１２７３Ｋ（１０００℃）から１３７３Ｋ（１１００℃）のような高温での使用
環境において、母相であるγ相を構成する結晶の格子定数をａ１とし、析出相であるγ’
相を構成する結晶の格子定数をａ２としたとき、ａ１とａ２の関係がａ２≦０．９９９ａ
１であることが好ましい。すなわち、析出相の結晶の格子定数ａ２が母相の結晶の格子定
数ａ１のマイナス０．１％以下であることが好ましい。さらに好ましくは、析出相の結晶
の格子定数ａ２が母相の結晶の格子定数ａ１の０．９９６５以下であるとよい。この場合
、上述したａ１とａ２の関係は、ａ２≦０．９９６５ａ１となる。なお、母相の結晶の格
子定数ａ１に対する析出相の結晶の格子定数ａ２のパーセンテージを「格子ミスフィット
」と称する。
【００３５】
　上記格子定数ａ１，ａ２がこのような関係を有する場合、熱処理によって母相中に析出
相が析出する際に、析出相が荷重方向の垂直方向に連続して延在するように析出するので
、応力下で転位欠陥が合金組織中を移動することが少なくなり、クリープ強度が高められ
る。
【００３６】
　上記のＮｉ基単結晶超合金によれば、Ｒｕを添加することにより、クリープ強度低下の
原因となるＴＣＰ相の高温使用時における析出が抑制される。また、他の構成元素の組成
比を最適な範囲に設定することにより、母相（γ相）の格子定数と析出相（γ’相）の格
子定数とを最適な値にすることが可能になる。これらにより、高温下でのクリープ強度を
向上することができる。
【００３７】
　また、上記のＮｉ基単結晶超合金は、Ｔｉをさらに含有してもよい。この場合、Ｔｉの
組成比は、１．０質量％以下であることが好ましい。Ｔｉの組成比が１．０質量％を超え
ると、有害相が析出して高温強度が低下するので好ましくない。
【００３８】
　また、上記のＮｉ基単結晶超合金は、Ｎｂをさらに含有してもよい。この場合、Ｎｂの
組成比は、４．０質量％以下であるのが好ましく、１．５質量％以下であるのがより好ま
しく、１．０質量％以下であるのが最も好ましい。Ｎｂの組成比が４．０質量％を超える
と、有害相が析出して高温強度が低下するので好ましくない。また、ＴａとＮｂとＴｉの
組成比を、両者の合計（Ｔａ＋Ｎｂ＋Ｔｉ）で４．０質量％以上１０．０質量％以下とす
ることによっても、高温強度を向上させることができる。
【００３９】
　また、上記のＮｉ基単結晶超合金において、不可避的不純物以外に、例えば、Ｂ、Ｃ、
Ｓｉ、Ｙ、Ｌａ、Ｃｅ、Ｖ、Ｚｒ等を含んでいてもよい。Ｂ、Ｃ、Ｓｉ、Ｙ、Ｌａ、Ｃｅ
、Ｖ、Ｚｒのうちの少なくとも一つの成分を含む場合、個々の成分の組成比は、Ｂ：０．
０５質量％以下、Ｃ：０．１５質量％以下、Ｓｉ：０．１質量％以下、Ｙ：０．１質量％
以下、Ｌａ：０．１質量％以下、Ｃｅ：０．１質量％以下、Ｖ：１質量％以下、Ｚｒ：０
．１質量％以下であるのが好ましい。上記個々の成分の組成比が上記範囲を超えると、有
害相が析出して高温強度が低下するので好ましくない。
【００４０】
　　また、上記のＮｉ基単結晶超合金において、Ｐ＝－２００［Ｃｒ（質量％）］+８０
［Ｍｏ（質量％）］－２０［Ｍｏ（質量％）］２＋２００［Ｗ（質量％）］－１４［Ｗ（
質量％）］２＋３０［Ｔａ（質量％）］－１．５［Ｔａ（質量％）］２＋２．５［Ｃｏ（
質量％）］＋１２００［Ａｌ（質量％）］－１００［Ａｌ（質量％）］２＋１００［Ｒｅ
（質量％）］+１０００［Ｈｆ（質量％）］－２０００［Ｈｆ（質量％）］２＋７００［
Ｈｆ（質量％）］３で定められるパラメータＰ値において、Ｐ＜４５００とするのが好ま
しい。Ｐ値は、上記式中の組成の全体的な効果、特に高温クリープ破断強度を予測するた
めのパラメータとして機能する。このＰ値についての説明は、特開平１０－１９５５６５
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号に詳しい。
【００４１】
　なお、従来のＮｉ基単結晶超合金には、逆分配を起こすものが存在するが、本発明に係
るＮｉ基単結晶超合金は、逆分配を起こさない。
【実施例１】
【００４２】
　次に、実施例を示し、本発明の効果について説明する。真空溶解炉を用いて各種のＮｉ
基単結晶超合金の溶湯を調整し、この合金溶湯を用いて組成の異なる複数の合金インゴッ
トを鋳造した。各合金インゴット（参考例１～４、実施例１～1５）の組成比を表１に示
す。
【００４３】
【表１】

【００４４】
　次に、合金インゴットに対して溶体化処理及び時効処理を行い、合金組織の状態を走査
型電子顕微鏡（ＳＥＭ）で観察した。実施例１～１５における溶体化処理は、初期溶体化
温度を１５０３Ｋ（１２３０℃）～１５７３Ｋ（１３００℃）とし、多段のステップを経
由し、段階的に温度を上げ、最終溶体化温度を１５８３Ｋ（１３１０℃）～１６１３Ｋ（
１３４０℃）まで昇温し、目的の組織となるまで数時間保持した後、冷却した。この溶体
化処理に要する処理時間は６～４０時間であった。また、実施例１～４における時効処理
は、１２７３Ｋ（１０００℃）～１４２３Ｋ（１１５０℃）で４時間保持する１次時効処
理のみであり、実施例５～１５における時効処理は、１２７３Ｋ（１０００℃）～１４２
３Ｋ（１１５０℃）で４時間保持する１次時効処理と、１１４３Ｋ（８７０℃）で１６時
間～２０時間保持する２次時効処理を連続して行った。その結果、各試料ともに、組織中
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【００４５】
　次に、溶体化処理及び時効処理を施した各試料に対して、重量変化量を測定する試験を
行った。実施例１～実施例４については、１３７３Ｋ（１１００℃）に保持した大気圧熱
処理炉に各実施例に係る合金の試験片を載置し、１００時間間隔で取り出し、５００時間
経過後（５サイクル）の重量を計測した。その結果を図１に示す。比較のために、参考例
１、３及び４についても同様の計測を行った。
　本図に示すように、参考例では「－４０ｍｇ／ｃｍ２」を超える重量変化量が見られた
が、本発明の実施例ではいずれも参考例よりも低い値となった。実施例２は比較的参考例
に近い値であったが、実施例１及び４は参考例１及び４の約半分の値であり、実施例３に
おいては１／１０以下という値が得られた。
　また、実施例５～実施例１５については、１３７３Ｋ（１１００℃）に保持した大気圧
熱処理炉に各実施例の試験片を載置し、１時間間隔で取り出し、５０時間経過後（５０サ
イクル）の重量を計測した。その結果を図２に示す。比較のために、参考例１～参考例４
についても同様の計測を行った。
　本図に示すように、参考例では「－１４ｍｇ／ｃｍ２」を超える重量変化量が見られた
が、本発明の実施例ではいずれも参考例よりも低い値となった。参考例のうち最も重量変
化量が小さい参考例４と各実施例とを比較すると、実施例のうち重量変化量の大きい実施
例５及び６でも参考例４の約半分の値となる結果が得られた。
【００４６】
　また、図３は、図２に示した重量変化量の計測結果とＯＰ値との関係を示す図である。
ここで、縦軸は重量変化量（ｍｇ／ｃｍ２）を示し、横軸は表１に示したＯＰ値を示す。
本図から明らかなように、参考例１～参考例４及び実施例５～実施例１５について、重量
変化量とＯＰ値との間には相関関係が見られる。具体的には、Ｃｒｉｔｅｒｉａ１とＣｒ
ｉｔｅｒｉａ２に分類することができ、Ｃｒｉｔｅｒｉａ２の基準を超えるＯＰ値（１０
８）以上であれば、参考例１～４よりも重量変化量が少ない、すなわち耐酸化性が良いＮ
ｉ基単結晶超合金が得られることがわかる。さらに高い耐酸化性が求められる場合には、
Ｃｒｉｔｅｒｉａ１の基準を超えるＯＰ値（１１３）以上の範囲において組成を設定すれ
ばよいことがわかる。
　また、
　図４は、図１に示した重量変化量の計測結果とＯＰ値との関係を示す図である。縦軸は
重量変化量（ｍｇ／ｃｍ２）を示し、横軸は表１に示したＯＰ値を示す。図４から、実施
例１～実施例４についても、図３とほぼ同様の結果が得られることがわかる。
【００４７】
　次に、実施例１～実施例３、実施例５～実施例８、実施例１０、実施例１４、実施例１
５について、クリープラプチャー破断時間（Ｈｒ）を計測した。その結果を図５に示す。
　比較のために、参考例１～参考例４についても同様の計測を行った。
クリープラプチャー破断時間は、１０００℃・２４５ＭＰａ及び１１００℃・１３７ＭＰ
ａの温度及び応力の各条件下で各試料がクリープ破断するまでの時間（寿命）を計測した
ものである。
　本図に示すように、実施例１及び実施例２については、クリープラプチャー破断時間（
Ｈｒ）が短い参考例１よりも低い結果となったが、それ以外の実施例については参考例１
と同等もしくはそれよりも高い結果が得られた。
【００４８】
　また、実施例１６～２２として、組成の異なる複数の合金インゴットを、実施例１～1
５と同様の方法で鋳造した。各合金インゴットの組成比を表２に示す。
【００４９】
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【表２】

【００５０】
　次に、溶体化処理及び時効処理を施した各試料に対して、重量変化量を測定する試験を
行った。すなわち、実施例１６～実施例２２について、１３７３Ｋ（１１００℃）に保持
した大気圧熱処理炉に各実施例に係る合金の試験片を載置し、１００時間間隔で取り出し
、５００時間経過後（５サイクル）の重量を計測した。その結果を図６に示す。比較のた
めに、参考例１、３及び４についても同様の計測を行った。
　本図に示すように、参考例では「－４０ｍｇ／ｃｍ２」を超える重量変化量が見られた
が、本発明の実施例ではいずれも参考例よりも低い値となった。
【００５１】
　また、図７は、図６に示した重量変化量の計測結果とＯＰ値との関係を示す図である。
ここで、縦軸は重量変化量（ｍｇ／ｃｍ２）を示し、横軸は表２に示したＯＰ値を示す。
図７から、実施例１６～実施例２２についても、図３及び図４とほぼ同様の結果が得られ
ることがわかる。
【００５２】
　次に、実施例１６～実施例２２について、クリープラプチャー破断時間（Ｈｒ）を計測
した。その結果を図８に示す。比較のために、参考例１～参考例４についても同様の計測
を行った。
　本図に示すように、実施例１９については、クリープラプチャー破断時間（Ｈｒ）が短
い参考例１よりも低い結果となったが、それ以外の実施例については参考例１よりも高い
結果が得られた。
【００５３】
　さらに、実施例１６～実施例２２について、１１７３Ｋ（９００℃）に保持した大気圧
熱処理炉に各実施例に係る合金の試験片を載置し、１００時間経過後の重量を計測した。
その結果を図９に示す。比較のために、参考例１～参考例３についても同様の計測を行っ
た。
　本図に示すように、参考例では「１．３ｍｇ／ｃｍ２」を超える重量変化量が見られた
が、本発明の実施例ではいずれも参考例よりも低い値となった。
【００５４】
　また、図１０は、図９に示した重量変化量の計測結果とＯＰ値との関係を示す図である
。ここで、縦軸は重量変化量（ｍｇ／ｃｍ２）を示し、横軸は表２に示したＯＰ値を示す
。図１０から、実施例１６～実施例２２についても、図３、図４及び図７とほぼ同様の結
果が得られることがわかる。
【産業上の利用可能性】
【００５５】
　本発明のＮｉ基単結晶超合金によれば、ＡｌとＣｒとＨｆを最適な範囲に設定したこと
により、クリープ強度を維持しつつ耐酸化性を向上させることができる。
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